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【第 217回国会】令和７年４月 24日（木）、第 13回の委員会が開かれました。 

 

１ 行政の基本的制度及び運営並びに恩給、地方自治及び地方税財政、情報通信及び電波、郵政事業並び

に消防に関する件 

・村上総務大臣、冨樫総務副大臣、古川総務大臣政務官、庄子農林水産大臣政務官及び政府参考人並び

に参考人に対し質疑を行いました。 

（参考人）日本放送協会専務理事        山名啓雄君 

日本郵政株式会社専務執行役     林俊行君 

日本郵政株式会社常務執行役     西口彰人君 

（質疑者）田所嘉徳君（自民）、山川仁君（れ新）、西川厚志君（立憲）、おおつき紅葉君（立憲）、黒田

征樹君（維新）、藤巻健太君（維新）、福田玄君（国民）、中川康洋君（公明）、辰巳孝太郎君

（共産） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

田所嘉徳君（自民） 

 

（１） ４Ｋ８Ｋ放送の普及状況 

（２） ＮＨＫのネット必須業務化を踏まえた今後の情報発信戦略の在り方 

（３） ４Ｋ対応の高品質なコンテンツ制作への総務省の支援策 

（４） 自治体における適切な価格転嫁に係る総務省の取組 

（５） 自治体における低入札価格調査制度の公共工事以外の分野への導入促進策 

 

山川仁君（れ新） 

 

（１） オンラインでの政治団体の届出手続をマイナンバーカード未取得でも可能とする必要性 

（２） 与那国町における特定利用空港・港湾指定に関する動向 

（３） 性的暴行疑いにより米兵が書類送検された件への政府の対応 

 

西川厚志君（立憲） 

 

オンラインカジノ 

ア 国内カジノ解禁がオンラインカジノ蔓延に及ぼした影響 

イ 国内カジノ解禁に対する大臣の認識 

ウ 日本人向けの海外オンラインカジノへの取締り 

エ オンラインカジノへのブロッキング導入に向けた大臣の見解 

 

おおつき紅葉君（立憲） 

 

（１） 偽基地局 

   ア 個々のユーザーの被害状況及び情報を盗み取られる危険性 

   イ 注意喚起等の対応策の現状及び法整備の必要性 

（２） 上下水道の耐震化に向けた人的・財政的支援の必要性 

（３） 公立病院に対する支援の充実を図る必要性 

（４） ＭＣＡ無線を活用した同報系防災行政無線を運用する自治体に対する今後の支援の在り方 

（５） 今年の林野火災の規模の拡大要因及び予防意識の啓発に向けた大臣の意気込み 
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黒田征樹君（維新） 

 

（１） 日本郵政グループの最近の不祥事に対する再発防止策及び組織のガバナンスの状況 

（２） 郵便事業の収益構造と運営上の課題 

 

藤巻健太君（維新） 

 

（１） オンライン賭博による依存症への懸念とオンライン競馬推進との整合性 

（２） パチンコのいわゆる「三点方式」の合法性 

（３） 賭博全体の明確な法的線引きと透明性確保の必要性についての大臣の見解 

 

福田玄君（国民） 

 

（１） 地方議員のなり手不足 

   ア 地方議会の在り方に係る「集中専門型」「多数参画型」に対する評価 

   イ 地方議会の役割や在り方を見直す必要性 

（２） 持続可能な行政サービス 

   ア 「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」における議論の方向性 

   イ 連携中枢都市圏形成の進捗状況 

   ウ 土木や福祉分野等で行政事務の連携を推進する必要性 

（３） 会計年度任用職員の正規化を図る必要性 

（４） 戸籍謄本等のコンビニ交付状況及び未導入団体が存在する原因 

 

中川康洋君（公明） 

 

（１） 地方税体系のあるべき姿について大臣の考え 

（２） 消防団員の報酬 

   ア 年額報酬及び出動報酬が標準額を下回っている市町村の数 

   イ 直接払いの原則が守られていない状況の改善状況 

   ウ 標準額及び直接払いを達成できていない自治体に対する消防庁の対応 

（３） 林野火災における消防団の役割や活動状況及び課題について消防庁の認識 

 

辰巳孝太郎君（共産） 

 

インターネット上での誹謗中傷 

   ア いわゆる長崎教師批判ビラ事件に関する平成元年 12月 21日の最高裁判所判決の内容 

   イ ＳＮＳ等に個人情報を書き込み私生活の平穏等を脅かした者の不法行為の責任 

   ウ インターネット上での政治団体批判に関する令和６年 11月 27日の東京地裁判決の内容 

   エ 令和６年９月に麴町警察署が受理した名誉棄損に関する刑事告訴の取扱い 

   オ インターネット上での誹謗中傷等により国民生活等に実害が及ぶことに対する大臣の認識 

 

２ 電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第54号） 

・村上総務大臣から趣旨の説明を聴取しました。 

 


